
1．ため池等農業水利施設の放射能汚染の実態と対策

柵木 環・青山 健冶・二平 聡

菊池 裕貴・福田 晃

福島県は，東日本大震災による地震，津波被害のみならず，

東京電力（株）福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質

による深刻かつ多大な被害を受けている。ため池や水路等農業

水利施設にも放射性物質が堆積し，利用・管理への支障が生じ

ていることから，農林水産省は福島県，市町村，土地改良区等

の協力のもと，農業水利施設の放射能汚染の実態を把握すると

ともに，影響を低減する対策について検討を進めてきた。本報

では，これまでの放射性物質調査結果をもとに，農業水利施設

の汚染や利用管理への支障の実態を報告するとともに，放射性

物質による影響を低減する対策の取組みについても紹介する。

（水土の知83-8，pp.3〜8，2015)
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2．ため池に蓄積した放射性物質の対策技術実証について

野内 芳彦・先﨑 秋実・佐々木公弥・半谷 祥二

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に起因する福島第

一原子力発電所の事故により，大気中に放出された大量の放射

性物質は，福島県を中心に広範囲にわたって拡散し，深刻な放

射能汚染がもたらされた。福島県が実施したため池のモニタリ

ング調査では放射性物質を含む底質が確認された。ため池の放

射性物質対策は，「放射性物質汚染対処特別措置法」に基づく除

染の対象から外れたため，福島県は，この前例のない放射性物

質汚染の影響を解消・軽減するための取組みを始めることと

なった。そこで本報では，これまで福島県が農林水産省や市町

村などと協力しながら取り組んできたため池のモニタリング調

査や放射性物質対策技術実証について報告する。

（水土の知83-8，pp.9〜12，2015)

ため池，放射性物質，溶存態セシウム，底質，減容化，プ

ラスチック・シンチレーション・ファイバー，懸濁態

3．大柿ダムの放射性セシウム対策と農業復興支援の取組み

高橋 寛・鈴木 浩之・渡辺 孝志

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所事故によ

り放出された放射性物質は，原子力発電所から北西方向約 16

kmに位置する大柿ダムおよびその流域にも沈着した。震災後

4年が経過し，大柿ダムの受益地でも徐々に試験栽培などの営

農再開の動きが出てきているものの，地震，津波に加え原子力

発電所事故による放射能汚染，長引く避難など，この地域はほ

かの被災地よりも格段に厳しい状況下にあり，農業復興への道

のりは厳しい。東北農政局では，この地域の農業復興を支援す

るため，大柿ダムにおける農業用水の放射性セシウムの調査と

対策検討，地域の農業復興に向けた意見交換会の開催を行って

おり，本報ではこれらの取組みについて報告する。

（水土の知83-8，pp.13〜16，2015)
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4．福島県飯舘村における農地除染対策実証試験圃場の

空中放射線量の推移

木村 賢人・辻 修・米山 晶

現在，福島県飯舘村では土壌中に存在する放射性物質の除染

が行われている。しかし，除染完了後に山林から放射性物質が

付着した枯葉などの飛翔による再汚染が懸念されている。本報

ではここに着目し，飯舘村小宮地区と草野地区の農地除染対策

実証試験圃場を対象に，「表土剥取り工法」によって除染された

農地の2年間の経過について検証した。その結果，除染後，両

地区では枝葉の飛翔はなく，再汚染はみられなかった。反対

に，除染後の空中放射線量は平均で 4.8mSv/yearとなり，2

年間で約 48％が低下した。このことから，適切な除染方法と

その後の再汚染がなければ，帰村可能な環境にまで，空中放射

線量を低下させることができることが示唆された。

（水土の知83-8，pp.17〜20，2015)
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小特集 放射能汚染を受けた地域の農業生産基盤やコミュニティの現状と対策

特集の趣旨

東日本大震災から 4年が経過し，被災地で復旧・復興事業が進みつつある一方で，福島第一原子力発電所の事故は放射性

物質の汚染によって国土および海洋に大きな被害をもたらし，解決の糸口がつかめない状況となっています。

わが国で放射性物質がこれほど大量に生態系に入り込むという経験はなく，その挙動や地域環境に与える影響についての

科学的な知見は十分に持ち合わせていないのが実状です。そのような中で，農地汚染や森林汚染などの状況と特徴が徐々に

解明され，除染や農地修復などへの対策が進められておりますが，いまだ営農を再開できない農地やコミュニティの変容な

どの問題が顕在化してきました。

これらの問題に対する実状を捉え直して今後の対策への足がかりとすることが大事です。本小特集では，放射性物質によ

る汚染で新たに生じてきた農業地域のため池などの生産基盤やコミュニティ運営にかかわる諸問題について，行政的あるい

は技術的な対策・取組みの状況，調査研究に関する報文を紹介します。



5．原子力災害避難者の帰村に向けた課題

服部 俊宏・齋藤 朱未

原子力災害避難者の帰村に向けた課題を明らかにするため

に，福島県飯舘村からの避難者を対象に，仮設住宅や営農再開

農家に対して実施した調査の結果をまとめた。帰村意向が高い

60歳以上の層においては，車の運転ができなくなった後の生

活への不安が大きく，直近の事業計画だけでなく，避難解除後

長期にわたり帰村者の生活をどのように支えるかを明示する計

画が必要だと考えられる。また，帰村意向が低い若年・子育て

世代との意識の相違は，放射線への不安だけではなく，これま

で村づくりや産業振興を通じた参加機会の差が村や帰村に対す

る想いの差につながっていると考えられる。

（水土の知83-8，pp.21〜24，2015)
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（報文）

電磁探査調査により測定した津波被害を受けた

水田の塩分濃度の変化

山本 清仁・小林 晃・原科 幸爾

倉島 栄一・武藤 由子・塚田 泰博

津波被災水田において電磁探査と電気探査，地下水位調査お

よび地下水と表土電気伝導度計測を行い，電磁探査による地中

塩分濃度測定の有効性を検討した。調査地は岩手県陸前高田市

小友町の水田であり，広田半島の付け根に位置し，東西の海よ

り津波が押し寄せた地域である。その結果，電磁探査結果よ

り，深さ1m以上の地中の塩分は消失したと推定されたが，一

部の表土においては塩分が残留していると推定された。また，

電気探査と比べて電磁探査は，表層の電気伝導度を良好に捉え

ることができ，広範囲を短時間で計測できる作業性をあわせて

考えると，水田の塩分濃度分布を把握する場合において電磁探

査は有用であると考えられる。

（水土の知83-8，pp.27〜32，2015)
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（報文）

インドネシアで建設した4つの頭首工の比較と技術的知見

箕浦 芳晴

インドネシアのスマトラ島，ジャワ島，カリマンタン島にお

いて，JBIC（現 JICA（国際協力機構））ローン IP-505：を使用

し実施された，PTSL-II （Project Type Sector Loan for

Water Resources-II）事業で建設した 4カ所の頭首工（アイル

・ラキタン，サポン，アマンディット，カラオ）について，設

計や建設時において考慮した点やそれらの比較について，技術

的見地からをまとめた。本報では，各頭首工の簡単な紹介，設

計洪水流量比較，単位幅越流量と下流エプロン長などの比較，

設計におけるいくつかの留意点，建設費比較などについて検討

し，今後の同様な頭首工の設計・建設のために参考と資する内

容について述べる。

（水土の知83-8，pp.33〜38，2015)

頭首工，堰，減勢工，エプロン，洪水流量，締切り堤，建

設費

（報文）

平成26年8月豪雨に伴う兵庫県丹波市の土砂流入ため池被災

小田 哲也・三輪 顕・野村 純数・田中丸治哉

兵庫県には約 3万 8千カ所のため池が存在し，その数は全国

一であるが，これらの多くは老朽化が進んでいることから，本

県では計画的にため池の改修を進めているところである。その

中で，平成 26年8月豪雨により，兵庫県丹波市では，農地やた

め池などの農業用施設が多数被災した。今回，丹波市における

ため池被災状況の現地調査を行った結果，以下のことが確認さ

れた。①記録的な豪雨による出水と土砂流入にもかかわらず，

洪水吐が機能したため池は堤体の決壊を免れた。②いくつかの

ため池が砂防ダムの役割を果たしたが，この土砂貯留機能は，

堤体が出水に耐えられる場合に期待できるものである。③洪水

吐が改修されたため池は決壊に至っておらず，老朽ため池の改

修は重要である。

（水土の知83-8，pp.39〜42，2015)

ため池，気象災害，現地調査，洪水吐，土砂貯留機能

（技術リポート：北海道支部）

真狩地区における「教育支援パートナーシップ」の取組み

石岡 浩一・大川 康広・宮武 功

北海道開発局では，社会資本整備のみならず，その持てる専

門性，技術力，ノウハウなどを生かし，多様な主体と連携・協

働しながら，北海道らしい地域社会の実現を目指す「連携協働

地域づくり」の取組みを行っている。農業農村整備分野では，

その取組みの一環として，北海道内の農業関係学科を有する高

等学校と連携・協働し，将来の地域の農業を担う人材を育成す

るための「教育支援パートナーシップ」の取組みを全道的に展

開している。同局小樽開発建設部でも，国営農地再編整備事業

「真狩地区」の着工を機に，北海道真狩高等学校との間で教育支

援パートナーシップに関する協定を締結し，さまざまな教育支

援の取組みを実施している。本報では，これまでの教育支援の

状況について報告する。

（水土の知83-8，pp.44〜45，2015)
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見学会，環境配慮，ニホンザリガニ

（技術リポート：東北支部）

砂丘地の畑地帯における暗渠排水の施工事例

齊藤 有紀・古川 達也

国営農用地開発事業で砂丘地に造成された畑地において，造

成後およそ30 年を経過した暗渠排水の更新事業を実施してい

る。当時とは計画作物や使用機械が異なり，現在の根菜類中心

の農業体系に合わせた深暗渠の施工事例や赤さび堆積による機

能低下対策などを紹介する。

（水土の知83-8，pp.46〜47，2015)

砂丘，暗渠排水，畑地，酸化鉄，洗浄管，地下水



（技術リポート：関東支部）

橋梁長寿命化における樹脂注入併用型下面増厚工法の施工事例

齋藤 豊・丸山 秀男・宗 栄一

橋梁の変状調査結果から，床版の補修補強が必要になった。

その課題として，①当初部における床版の耐荷重補強，②ひび

割れ幅 0.2mm 以上のひび割れ（約 10m/m2）とその他 0.2

mm未満の微細なひび割れの補修，③施工時の交通規制による

影響緩和，④施工後の維持管理，が挙げられた。これらの課題

に対し樹脂注入併用型下面増厚工法を採用した施工事例を紹介

する。また，予防保全と事後保全を検討して施工するととも

に，点検保守などの観点から本工法の改良点について触れた。

（水土の知83-8，pp.48〜49，2015)

橋梁長寿命化，床版，下面増厚工法，ひび割れ補修，保守
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（技術リポート：中国四国支部）

鳥獣侵入防止施設の直営施工事例

横内 春夫・遠藤 国男・藤井 康雄・大谷 恭弘

近年，イノシシやサルなど野生生物が民家の近くで散見さ

れ，人に危害を加えたり，田畑の農作物被害などの事例も多く，

農業意欲の減退による耕作放棄地の増加にもつながっているた

め，早急な対策が必要不可欠となっている。その対策の一つと

して，中山間地域総合整備事業「さぬき南部地区」において，

鳥獣侵入防止施設の設置を計画し，より効果的な施設とするた

め，住民参加型の直営施工を行ったので，その取組みについて

紹介する。

（水土の知83-8，pp.50〜51，2015)

鳥獣害防止柵，直営施工，中山間整備，耕作放棄対策，施

工事例

（技術リポート：九州沖縄支部）

漏水ため池のグラウト工法による改修

濱田 智子

ため池整備において粘性土の遮水材を上流側に傾斜した前刃

金土として設置する工法にて堤体改修中であったが，一部漏水

が解消できずにいた。本報では，このため池漏水に対し原因を

調査し対策工事の実施を行い，その効果に至るまでを紹介して

いる。調査は堤体と地山内部の状況を把握するために電気探査

を行った。調査結果をもとに堤体右岸側の地山取付部分の湿潤

部分から漏水経路を想定し，その対策工法としてグラウト工法

により漏水を減少させた事例である。工事施工時においてはた

め池貯水位や漏水量，グラウト効果を確かめるべく漏水や観測

井戸水のpH調査などを行った。

（水土の知83-8，pp.52〜53，2015)

ため池，漏水，グラウト，電気探査，改修
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